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は じ め に
インドネシアは約2億人の人口を抱え,政府の積極的な外資導入策が引き
金となって急激に経済開発が進んでいる国である。日本にとっては中国やべ
トナムとならんだ有望な直接投資先であるばかりか,これまで日本政府の開
発援助資金が最も多く注ぎ込まれてきた国でもある。
経済発展に連れてインドネシアの電力需要は急増し,現在でも年率2桁近
い伸びを示している。これは工業化による産業用需要の拡大,政府の電化政
策を反映 した民生用の需要家増大に由来している。電力は経済活動に不可欠
なインフラであり,国民生活の福祉向上のためにも電化が果たす役割は大き
い。
本稿ではこうしたインドネシアの現状を電力需要の分野から分析 し,同時
(1)筆者は国際協力事業団 (JICA)「インド不シア・電力総合開発計画」プロジェクトに参
加した。本稿はその際の知見をもとに執筆 しているが,ありうべ く誤謬はJICAではなく
筆者に帰せられる。
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に将来の見通 しを行う。そのための道具だてとして「電力需要 予測モデル」
を開発 しているので,それ も合わせて紹介する。
1.インドネシアの経済
1.1経済 成 長
インドネシアは,スハル ト大統領就任後に提出された第一次五ケ年計画
(REPELITA I:1969～1973年度)以降,着実な経済発展を遂げてきた。
1970年代から1980年代初頭にかけては,実質7%台の経済成長を達成 して
いる。これは,政府の開発政策および三度の石油価格の高騰による海外から
の所得移転が影響 している (図1参照)。
1980年代に入ると,世界不況の深刻化や国際石油市場の低迷で逆オイル
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ショックに直面 した。石油に依存 しない経済運営は長年の悲願で,第四次五
ケ年計画 (REPELITA IV:1983～1988年度)では,資源輸出依存型の経済
から脱却を図ることが目標 とされた。具体的には①非石油製品輸出の拡大 ,
②金融改革,③税制改革,④経済の自由化の実施である。これによって,経
済は1986年から好転 し始めた。
続 く,第五次計画 (REPELITA V:1989～1993度)では,引き続き,非
石油製品による輸出志向型の工業化を志向してきた。1992年までの経済成長
率は,年平均 6.8%で,計画目標 (5.1%)を上回るものとなった。この背景
には積極的な外資導入による工業化の進展がある。
さらに,1994年から始まった第六次五ケ年計画 (REPELITA VI:1994～
1998度)では,経済成長率6.2%を目標としている。そのために,これまで
以上に外国投資の積極受け入れが行われる。これに関して,1993年10月に発
表された規制緩和の内容は次のとおりである。
1)外資導入の規制緩和～払込資本金が200万ドル以上で,原材料,半
製品,部品製造企業に限り,100%出資を認める。ただし,20年以内に
は外資比率49%へ低下させること。
2)立地許可,建設許可の手続きの簡素化～地方自治体の認可を不要と
し,建設は届出だけで可能とする。
3)輸入関税の引き下げ～198品日の輸入関税を5～15%引き下げる。
1.2産業 構 造
産業別国内総生産 (GDP)をみると,1991年に製造業が農林水産業を抜い
て最大の産業になった。翌 1992年には,製造業のGDPに占める割合は21%
と拡大 し,農林水産業の19%をさらに引き離 している。これに続 く産業は,
商業 。観光が17%,石油。天然ガスなどの鉱業が 13%である。現在,原油の
生産量は世界 13位だが,先細 り傾向にあり,21世紀初頭にはその枯渇さえ危
惧されている。
また,輸出品目においても脱石油 `脱天然ガス政策の結果が伺われる。輸
出総額に占める石油や天然ガス以外の品目割合は,1985年に32%であったも
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のが1992年では68%へと拡大している。非石油・天然ガスとしての主要な輸
出品目は,それ以前では1)一次産品, 2)合板, 3)ラタン製品であった
が,現在では, 1)繊維・アパレル, 2)電子。電気機械, 3)スポーツシュー
ズである。非石油・天然ガス品目輸出に占める工業製品の割合は,1985年の
43%から1992年では84%へと大きく拡大している。
インドネシアにおいて経済開発 。工業化は着実に進展してきたということ
が言えよう。しかし,今後の経済開発の進め方には議論が多い。インドネシ
アの経済開発に手助けを行っている世界銀行は,1993年の年次報告で「過度
にハイテク技術志向に流れる工業化路線よりも雇用吸収力に力点をおくべ
き」であり,その豊富な労働力と相対的に安い賃金から「労働集約型産業の
誘致を」と勧告しているRしかし,当のインドネシア側は,航空産業の設立
などハビビ国務大臣を筆頭に「ハイテク産業」の誘致や先端技術の開発に重
点を置く政策を採ろうとしている。
はからずも,教科書的な経済開発に関する先進国の論理と途上国のそれと
の対立がインドネシアにおいても確認できる。つまり,先進国は生産要素の
賦存からみた比較優位産業の育成こそが手順をおった開発のあり方であると
主張し,当の途上国は工業製品を作ること, しかも将来的に需要拡大を期待
できる先端産業こそが国の成長を約束すると考えるのである。
1.3国民 生 活
高い経済成長を辿っているインドネシアではあるが,未だ一人当たりGDP
では600ドル程度 (1991年)である。この値は中国の約2倍であるものの,
フィリピン(723ドル)よりも小さい。また近隣のタイ(1,608ドル),マレー
シア (2,478ドル),シンガポール (14,782ドル)と比較しても,順に1/2,
1/4,1/24程度の水準にすぎない。それゆえ,一人当たりGDPで見る限り,
ASEAN諸国の中では最貧国である。
しかし,人日の多い分だけ総量としてのGDP水準は高い。1991年のそれは
(2)VヽOrid Bank(1993)
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名目1,110億ドルである。これは日本の 1/30であるものの, シンガポール,
マレーシア,フィリピン等の2倍強であり,タイの 1.3倍である。
インドネシア経済の問題点として,所得分配の極端な片寄 りや財閥経済が
ある。その結果,国民の間で貧富の格差が極めて大きい。一日の最低賃金は
ジャカルタで3,000ルピア (約150円)が決められているが,それが貰えな
い人達が3,000万人いるといわれる0。 高級車や高級ブティックヘの需要が
ある一方で,それに全 く縁の無い人間が多数を占める。経済成長とともに富
める者は益々富み豪奢な住宅に住まうが,一方でそうでないのは相変わらず
のバラック生活を強いられている。
2.電力需給の現状
2.1電力 供 給
① 電気事業の形態
もともと,インドネシアの電力事業はオランダ人の経営する私企業があち
こちに分散 していた。それを,1954年に電力国有化政策が採用され,各地の
私営電力会社は徐々に公社化されていった。
現在,最大の電力会社は1961年に設立 されたイン ドネシア電力公社
(PLN)である(4)。PLNは発電・送電。配電事業が垂直的に統合された一貫
電力会社として,インドネシアの電力供給を支えている。監督官庁は,鉱山
エネルギー省 (MME:Ministry of Mining and Energy)の電力・エネル
ギー開発総局(1993年から)である。また,PLN以外の公的電気事業機関と
しては,協同組合省が管轄 している(1)電化協同組合 (KLP)および(ii)村落単
位協同組合 (KUD)による電気事業がある。これらは,いずれも僻地の電力
化を推進する母体である。
さらに,上のような公的電気事業の他に,企業が抱える自家発電(Captive
(3)『週間ダイヤモンド」(1994)
(4)|ヨ営会社であるPLNは1994年9月に民営化されているが,現在の ところ実態は以前
とほとんど変わっていない。
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という)がある。Captiveによって生産された電力は一般需要家には売電でき
ないが, PLNにヌ寸して缶p売りを4予うことがで｀きる。
建設の際の許認可データによれば,Captiveの設備規模は少なくてもPLN
と同規模程度あると鉱山エネルギー省では推計している。その値を1993年3
月末でみると,PLNの発電設備量は1,085万kWであるのに対して,Cap―
tiveのそれは1,116万kWである。アサハン・アルミの水力発電,プルタミ
ナ (石油・ガス公社)等の自家発電設備規模は大きく,発電量も多い。また,
外資導入によって工業化が飛躍的に進展したここ数年においても,PLNの
電力供給余力に限界があったために,自前で発電設備を抱える工場建設も少
なくなかった。しかし,実際の設備量や稼働状況といった実態は,ほとんど
把握されていなぃ(5)。
これらに加えて,新たな電力供給形態の事業としてIPP(独立系発電事業
者)がある。この背景には,1992年7月9日の大統領令が示した,民間企業
の電気事業参入を可能とした規制緩和策がある。一方で急増する電力需要に
直面し,他方で政府やPLNの財政難といった困難な状況への対応策として,
この民間資本の活用策が登場してきた。IPPは自身で発電設備を抱え,発電
した電力をPLNに販売する電力卸しの専門会社である。すでに現段階で,
Cikarang Listrindo(20.4万kW)とTata JObOr(20万kW)の件につ
いては建設許可を受けた。これには, 日本企業も資本参加している。今後,
IPPはインドネシア電気事業に不可欠な存在として位置づけられることに
なる。PLNの計画でも,2002年までに753万kWのIPPが導入される見込
みである。
② 発電設備
Captiveに関する時系列の設備把握は困難なので,ここではPLNに限定
して述べる。現在,PLNが保有する発電設備は全体で1,085万kW(1993年
3月)である。この電源別構成は,石油系が57%,水力20%,石炭16%,天
(5)つまり,鉱山エネルギー省が保有する許認可データは新規建設設備に関するフローの
データであり,保有ストックのデータではない。設備の更新投資や拡張,廃止等はまっ
たく不明なために,実際のストック設備量は定かではない。
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図2 PLNの発電設備
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然ガス6%,そして地熱が2%である。
第一次五ケ年計画がスターとした1969年当時では,発電設備は石油入力
(66%)と水力 (34%)にのみ依存していた。それが,1980年代初頭から非
石油系エネルギーの重点的な開発と利用が進められ,石炭や天然ガス・地熱
の大幅な導入が行われてきた。この結果が現在の電力構成をもたらしている
(図2参照)。
③ 発電量
PLNの発電電力1量の推移をみると,1970年の16億kWhが80年にはそ
の4.6倍の75億kWhへ,そして90年には更にその4.5倍の340億kWhに
拡大している。加えて,その2年後の1992年には1.2倍の409億kWhであ
る。この間の年平均増加率は,70年代16.5%,80代16.3%,そして90年代
が9.7%である。
電源別にみた発電電力量の構成は次のとおりである。1970年では石油火力
と水力が順に53%,47%と分け合っていたが,1980年になると石油火力が支
配的となり82%を占めた。水力は発電量は約2倍に拡大したもののシェアは
□石油 1水力圏石炭 多天然ガス圏地熱
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18%に低下 している。これは,急増する需要への対処がもっぱら石油系の気
力やガスタービン,内燃力発電で行われてきたことを物語る。
しかし,80年代前半にスター トした非石油系エネルギーの重点的な開発政
策によって,電源の多様化が進められてゆく。地熱発電の第一号機は1982に
運転を開始 し,天然ガスの汽力も1984年から安定した出力を確保 し始める。
さらに,石炭火力は1985年から戦列に加わったし,1986年以降には大型の水
力発電も登場 してきた。この結果,1992年において石油火力の比率は47%と
なり,石炭火力26%,水力21%,地熱3%,天然ガス3%という構成になっ
ている。このように,80年代後半からの傾向は,非石油系の石炭や地熱の増
大傾向が見られ,石油代替化政策の着実な実行を反映させたものになってい
る。
また,PLNの地域的な発電設備および発電電力量をみると,ジャワ島に集
中している。発電設備の70%,発電量の80%がジャワ島内である(1992年)。
ただし,内燃力やガスタービンに関 しては, もともと僻地や隔離された島々
を対象とした電源であるために, ジャワ以外での設置やその発電量が多い。
最大電力については,1980年の 158万kWが,それ以降平均年率 13.9%で
増大 し,1991年では648万kWに達 した。負荷率は60%程度である。
④ 需給バランス
また,1992年のPLNの需給バランスは表 1に示した。
これをみると,他社購入は総供給のわずか3%程度で,残りは全て自身で
発電していることがわかる。また,所内消費や送配電のロスについては,総
供給に対して所内率4.3%,送電損失2.9%,配電損失9.8%である。送電損
失率に比べ,配電損失が高いのは次の理由による。それらは, 1)配電系統
の未整備, 2)配電設備の老朽化, 3)家庭用では低圧需要家が多いこと,
4)計量器の不法改造,さらに5)盗電も多いと指摘されている。
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図3 イン ドネシアの電力需要推移 (PLN+自家発 )
2.2 電力需要
① 電力需要の推移
1992年のインドネシアの総電力需要は約600億kWhである (図3参照)。
この需要量は,Captiveと言われる自家発電と公営電気事業者のPLNによ
生産および購入 イ意lkVヽh % 販売および損失 イ意lkVヽh %
1.生産
小計
159
108
88
11
11
45.7
25.7
20.9
2.6
2.6
1.販売
小計
178
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32
24
42.3
27.8
7.6
5.6
350 83.3
409 97.52.所内消費 18 4.3
2.購入
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10
0
2.5
0.1
3.損失
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12
40
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9.5
11 2.6 52 12.4
供 給 合 計 420100.0 需 要 合 計 420100.0
圏PLN %Captive
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る供給によって賄われる。Captiveの実態は十分把握されていないが,筆者ら
の推定では同年において,Captiveは全需要の41%の250億kWhを供給 し,
一方PLNは59%350億kWhを供給 した0。
Captiveによる電力供給量は,1980年代央に一時的に400億kWh近くま
で達 したが,1990年には再び200億kWhの水準で,それ以降緩やかに増加
している。一方のPLNの電力供給量は年率 2桁の増加率を示 し,1989年以
降PLNの販売量はCaptiveのそれを上回っている。
Captiveによる電力供給の全量が産業需要家によって消費される「自家発
自家消費」であると仮定すると,総需要の需要家別構成は次のようになる。
1992年の値でみると,産業用が全体の70%,家庭用20%,商業・ホテル用
7%, さらに公共用で4%である。
Captiveを除き,PLNの販売量に限って需要の推移みれば次のようにな
る。PLNの販売電力量は,1970年の 16億kWhから1980年にはその4倍の
65億kWhへ,そして1990年にはさらに4.3倍増えて315億kWhに達 し
た。2年後の 1992年は90年の 1.2倍の350億kWhである。この間の年平均
増加率は,70年代 14.8%,80年代 15.8%,至近の90年代が 11.2%である(図
4参照)。 PLN販売の需要家別の構成は,最も大きなウェイトを持つのが産
業用で51%,ついで家庭用が33%,以下,商業用9%,公共照明他7%と続
(6)Captiveの実態を示したデータは存在しない。そのため,ここでは関連続計から過去推
計を行った。インドネシアではデータの信頼性はかなり落ちるが『工業統計表』が利用
できる。この統計は大規模工場を対象とした調査であり,そこには,①燃料消費量,②
自家発電の発電量,③売電量,④購入電力量などのデータが存在する。一方,信頼性の
高いデータとしてPLNのFPLN統計』があり,それにはPLNが販売した産業用合計
の値がある。そこで,PLNデータの産業用合計をコントロール・トー タルスとして扱い,
『工業統計表』の④購入電力量の産業合計とを比較する。F工業統計表』の値がPLNの
それと一致するように係数を求め,この係数を『工業統計表』の②自家発電の発電量に
乗じて,全国大のCaptive発電量とした。
また,PLNデータでは産業用合計は把握できるものの,業種別の販売量は不明である
ため,以下の推計を行う。『工業統計表』による購入電力合計に対する各業種の購入電力
のシェアを係数として扱い,この比率をPLNの産業用合計に乗して業種別に配分する。
こうした,手順は本稿末尾に図補1として掲載している。
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② 地域別需要構成
地域別の需要構成は,総需要量 (Captive+PLN)の62%をジャワーバリ
系統 (ジャワ島およびバリ島)で占めている。ついで大きな需要地はスマ ト
ラ島で24%ある。この二つの系統でインドネシアの電力需要全体の85%を占
める。インドネシア全体の人口や所得の地域分布を考慮すれば,このような
18 1992     16
41
人 口 GDP
PLN販売        自家発
ジャワーバリ 圏 スマトラ  ■その他
地域別の人口・GDPおよび電力構成 (1992年)
□産業 ■家庭 圏商業 閻公共
図 5
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分布も納得ゆくものであろう。つまり,ジャワーバリとスマ トラの両者で,
インドネシア全体の人口の82%,IL帯数の83%,GDPの84%を占めている
(図5参照)(7)。
ジャワーバリ系統では,圧倒的な需要家は産業用であるが,他の地域に比
べれば家庭や商業といった需要の割合も高い。これは,ジャカルタおよびジョ
グ=ジャカルタ,観光地バリといった大都市を後背地にもっているためであ
る。1992年の需要家別の構成は,産業用63%,家庭用24%,商業・ホテル7%,
公共用5%である。
一方,スマ トラ島では産業のウェイトが高く, しかもCaptiveの供給力が
大きい。スマ トラはインドネシア全体のCaptiveの41%を占めている。これ
は,工業化が進展しつつも,PLNによる供給力が十分でなかったために,自
家発というCaptiveに依存せざるをえない事情があった。スマ トラの電力需
要における需要家別構成は産業用84%,家庭用11%,商業・ホテル3%,公
共用2%である。
ジャワーバリおよびスマ トラを除いたその他の地域では,インドネシア全
体の総電力需要の15%を占めるにすぎない。多数の島から成り立つために,
PLNの送電網も行き渡らず,電力供給はCaptiveに依存せざるを得ない状
況である。需要家別の構成は産業用78%,家庭用15%,商業・ホテル4%,
公共用4%である。
③ 需要分析
(i)産業需要
CaptiveとPLNが販売する産業向け需要が総電力需要に占める割合は,
1980年代央を除いて,1970年代から現在までほぼ70%前後で推移してきた。
しかし,PLNの販売量に限定すれば,産業用比率は大きく上昇している。
この値は,1970代初頭にはPLN販売全体の20%足らずであったが,工業化
につれて産業用需要は拡大し,1986年以降,最大の需要家となった。その急
増する需要の足跡をみれば,70年代19.0%,80年代23.8%という脅威的な
(7)地域別の人口,地域所得統計はBiro Pusat Statistik,Statistik lndonesia,1992。
E]原単位 目囲工業化 瞑多経済成長
インドネンアにおける電力需要の現状と展望 199
?
??
?
?
??
?
?
??
?
?
??
-10
-20
1976          1981          1986          1991
注)要因分析は以下の式を用いた。
E=(E/VM)。(VM/GDP)・GDP
ここでEI電力需要,VM:製造業付加価値,GDP:国民所得
この式を偏微分すれば各要素の増加率の和が電力増加率になる。
図6 産業用電力需要の要因分析 (PLN販売)
増加率を示している。
電力需要の増加を①経済規模の拡大(GDP),②工業化の進展,③製造業付
加価値当たり原単位という3つの変数を用いて要因分解すると,次のように
なる(図6参照)。 1980年代においては増加の主たる要因は,工業化の進展で
あった。それに対 して,1990年代では,経済活動全体の拡大が需要を牽引じ
ている。
(?)家庭需要
二番 Flに大きな需要家の家庭用は,70年代9.8%,80年代 14.9%,そして
90年代でも13.3%の2桁の年平均増加率である。この増加の原因を探ると,
政府 。PLNの積極的な電化政策を通 じた需要家件数の増大が圧倒的な理由
となる。
l件当たりの消費原単位は,70年代 80年代 ともに減少傾向にある。1992年
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の世帯あたり電力消費量は1980年のそれの23%程小さい。このことは,電化
率の進展によって新たに需要家に組み込まれた顧客の電力消費形態が原因で
ある。つまり,新規顧客は電力消費の用途が照明に限られるような需要規模
の小さな需要家であり,その数が拡大 してきたのである。
家庭用電力需要を①世帯数,②電化率,③世帯当たり原単位の3変数で要
因分解を行うと,以下のような傾向が見て取れる。1970年代 80年代を通 じて
電力化率の上昇が家庭用需要増加の最大の原因である。この20年間は小規模
需要家への普及が世帯当たり電力消費を押 し下げている(図7参照)。しかし,
1990年代にはいると需要増加の最大要因は電化率の上昇に相違ないが,所得
増に伴う世帯当たり電力消費原単位も増加に転 じている。さらに,年率2%
強で拡大する世帯数は安定的に電力需要を拡大させてきた。
加えて,世帯当たりの電力消費量の変化についても要因分解をしてみよう。
ここでは需要関数を推計 しそれを用いており,結果は図8に描かれる。近年
の契約口あたりの電力消費原単位 と1980年と比較すれば明らかに減少 して
-10
-20
1976          1981          1986
注)要因分析は図6の方法に準じた。
図7 家庭用電力需要の要因分析
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注)要因分解に用いた需要関数は以下である。
推計期間 ■976-1992
log(世帯あたり電力消費量)=-0.178-0.125 1og(実質電力価格)
(-2.14)(-3.80)
+0.510 1og(世帯あたり実質所得)-0.1231og(電化率)+0.894 1og(一期前ラグ)
(4.12)                     (-2.58)            (9.00)
AR2=0.988 SD=0.020 DⅥ/ 2 228
図8 世帯あたり電力消費変化の要因分析
いる。この原因は,所得上昇は電力消費を増加させる要因となったが,80年
代の電力料金の引き上げ,および電化率の進展という二つの要因が世帯当た
り電力消費量を押 し下げてきたことがわかる。電化率の減少が世帯原単位を
低下させた理由は,前述のごとく需要規模の少さな顧客の増大である。
3。 モデル開発と電力需要予測
3。1 モデルの開発
① コンセプ ト
将来の電力需要を予測するために,今回新たにモデル開発を行った。開発
したモデルの特徴は以下である。
??
??
??
??
??
??
??‐
??
??
‐?
??
?
電化率効果
■‐一実績
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・地域別 (15地域)に需要が算出されること
。需要家別 (産業・家庭・商業 。ホテル・公共)に算出されること
。ジャワーバ リ系統,およびスマ トラ島に関する産業需要に関しては,
主要産業別に需要が算出されること
。電化率が需要に反映されること
。需要関数は計量経済学的アプローチで推定していること
。価格や所得といった変数が盛 り込まれること
。外生変数は最小限にしていること
。モデルの再構成や変更が容易であること
また,電力需要関数は,一般財で用いられる通常の関数型を採用している。
つまり,
Etij=f(Ptij,Ytij,Et-l ij)                       (1)
ここで,Etはt期の電力需要であり,Ptは実質電力価格,Ytは実質所得水
準 (生産水準やホテルの数も需要家によっては用いている)であり,iは需要
家区分,jは地域を示 している。ただ し,上式を基本形としたが,需要家ごと
にその形は多少変形 している。用いたデータ期間は1975～1992年を基準 と
し,各々 の式の適合度によって推計期間は変えている。
外生プロック
全国
社会 。経済変数 ?
?
???
??
?
?
?
地域別
社会・経済変数
GDP
?
?
?
?
?
?
?
地域別
部門別電力需要?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
全国
部門別電力需要
図9 モデルの計算フロー
インドネシアにおける電力需要の現状と展望 203
② 計算フローとテスト
モデルの計算フローは図9に示した。モデルは4つのプロックから構成さ
れている。それらは,①外生変数ブロック,②地域別社会 。経済指標ブロッ
ク,③地域別電力需要推定プロック,④全国集計プロックである。
第一の「外生変数プロック」ではモデル全体の外生変数を取り込む部分で
ある。主要な外生変数は,国全体のGDP,人口,電化率,電力価格,GDPデ
フレータ,製造業付加価値,サー ビス業付加価値といったマクロ経済や社会
に関する変数である。
第二の「地域別社会 。経済指標ブロック」では,一国全体のマクロ変数を
基礎として,地域別の社会 。経済指標を推計している。
さらに,第二の「地域別電力需要推定プロック」では,第ニプロックで算
定された地域別の社会 。経済指標を説明変数として,需要家ごとの電力需要
を推計する。
こうして,推計された電力需要を全国大に集計しているのが第四の「全国
集計ブロック」である。
第二の「地域別社会 。経済指標プロック」を組み込んだ理由は,モデル全
体の外生変数をできるだけ少なくするためであり,不確かな外生変数の設定
を排除しようとしたためである。しかし,地域レベルまでブレークダウンさ
れた国の長期開発計画が利用できる場合には,このブロックを利用する必要
はない。
モデルは外生変数53個,内生変数426個,推計式および定義式の合計が
426本で構成されている。極端に大きなモデルではないが,決してコンパクト
なものでもない。
モデル全体のパフォーマンスを見るために1986～1992年の期間で最終テ
ストを行っている。この結果は図10に示した。テスト期間平均の誤差率は次
の通 りである。全国合計でみると,PLN販売合計に関する平均誤差率は
1.7%であり,需要家別では産業用1.5%,家庭用1.0%,商業3.0%である。
一方の供給者であるCaptiveをみると,テス ト期間平均の誤差率は6.2%で
ある。
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図10 モデルの最終テス ト
PLNに関 してはモデルは良好なパフォーマンスを不 しているものの,
Captiveについてはその精度が劣っている。この原因は,前述の『工業統計表』
をベースに過去推計 したデータに問題があものと考えられる。
3.2 シミュレーション
① ケース設定
モデルで行ったシミュレーションは以下の3ケースである。それは,①基
準ケース,②高価格ケース,③低成長ケースである。
各ケースのイメージは以下である。①基準ケースは,インドネシア政府の
第二次25ケ年計画(PJP-2)の経済成長率を前提としたケースである。これ
に対し,②高価格ケースは政策変数として電力価格を基準ケースに比べて年
率2%上昇させた場合,③低成長ケースは経済成長が25ケ年計画を年率2%
下回った場合という前提で需要を想定している。これら二つのケースは,い
わばモデルの感度分析として用いられると同時に,シミュレーション結果の
比較を通じて電力政策上のインプリケーションを抽出するため設定されてい
る。
各々のケースに関する具体的な前提条件の主要なものを表 2に示 した。
3.7%
テス ト
1.3
総電力需要
平均誤差 :
テス ト
テス ト
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表2 主要前提緒元
単 位 実 績1992
提
2000 2015
基準ケース 高価格ケース 低成長ケース 基準ケース 高価格ケース 低成長ケース
人||
??
? 186,047
210,271
(1 5)
1司
'1
(1 5)
同左
(1 5)
251,071
(1 2)
同/[
(12)
同左
(12)
GDP 10 9 Rupia
1987年価格
131.102
214,336
(6 3)
同左
(63)
187.655
(4 6)
629.314
(7 4)
|」な
(74)
415,648
(5 4)
政府支出
10^9 Rupia
1987年価格
12.819
18,528
(4 7)
同左
(4 7)
16.748
(3 4)
41.594
(5 5)
|■た
(55)
30,478
(4 1)
製造業付加価値額
10^9 Rupia
1987年価格
26,856
55,406
(9 5)
同左
(9 5)
45,778
(6 9)
207.623
(9 2)
同左
(92)
121,662
(6 7)
サービス業
付加価値
10 9 Rupia
1987年価格
4,497
7.29()
(6 2) (62)
6.424
(4 6)
21,732
(7 6)
同左
(76)
14.492
(5 6)
GDP
デフレータ
1987=1001739 287 6
(6 5) (65)
同左
(65)
759 1
(6 7)
同左
(67)
「 I左
(67)
電力小売価格
家庭用(名日)
Rupia/kWh
名‖
128 8
213 0
(6 5)
242 9
(8 3)
同左
(65)
562 3
(6 7)
847 1
(8 7)
562 3
(6 7)
電化率 % 30 2
50 3
(6 6)
同左
(66)
同左
(66)
89 7
(3 9)
同左
(3 9)
同左
(39)
注)見通しの前提の中には1993,1994は政府の実績推定などを加味している。
下段の (  )内の数値は年平均増加率
② 基準ケースの結果
上のような前提によって推計された将来の電力需要は以下である。
基準ケースの見通しでは,インドネシア全体の電力総需要 (PLN+Cap‐
tive)は1992年の596億kWhが,年率9.7%で増加して2000年には1,246
億kWhに達する。これは,1992年の値の2.1倍である。2000年以降では,
年率8.9%で増加して2015年の総需要は1992年のそれの7.6倍の4,593億
kWhになると想定された (図11参照)。
この需要を賄う供給主体はPLNとCaptiveである。総需要に対するPLN
販売が占める割合は1992年の59%から2000年では61%,2015年では64%
となり,徐々 にPLNがシェアを増大すると見込まれる。ただし,この供給構
成の予測はあくまでも過去のトレンドに基づいている。実際には,政府が行
う電気事業に対する産業政策に大きく依存する。卸し電力市場の自由化を推
進する最近の政策動向が,上で見たシェア変化を一段と加速させる可能性が
あることは否めない。
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図 11 基準ケースの想定結果
さらに,全国大の需要端でみた最大電力は1992年の 1,126万kWから
2000年には2,354万kWに,2015年には8,511万kW達すると見込まれた。
この値は,1992年の負荷率である60.4%という値を前提 としている。また,
これに対応する発受電端でみた最大電力は,1992年の 1,351万kWから
2000年には2,824万kWへ,さらに2015では 10,209万kWに増大する。発
電所の所内電力および送配電損失率は1992年実績を将来ともに固定 してい
る。それゆえ,将来,損失率の低下などが織 り込まれれば,発電端の最大電
力はこの値以下になる。
③ ケース・スタディ
」1で述べた①基準ケースに対して,②高価格ケース,③イ11成長ケースの結
果は以下の通りである。
「高価格ケース」の総需要は2000年までが年率9.3%,2000年以降が8.5%
の増加率を示して,2000年で1,215億kWh,2015年が4,118億kWhと想定
された。これらの値を基準ケースのそれと比較すると,2000年で4%,2015
年で8%ほど小さい。モデル全体の価格弾力性は-0.2程度である。ただし,
睡ヨ産業 (自家発)
■1産業 (PLN)
RSホテル
魏多公共用
圏目商業用
E]家庭用
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これも地域に依ってその影響の出方は異なる。ジャワーバ リが持つ価格弾力
性は,スマ トラやその他の地域に比べて大きな値を示 している。
ついで,「低成長ケース」の総需要は2000年まで8.2%,それ以降6.7%の
増加率を示 して,2000年で1,122億kWh,2015年で2,984億kWhと想定さ
れた。この水準を基準ケースのそれと比較すると,2000年で10%,2015年で
は33%ほど小さい。モデルによる所得弾力性は,1.25である。地域間で所得
弾力性を比較すれば,ジャワーバ リは他地域に比べて小さな値を示 している。
4.政策インプリケーション
4.1 政府見通 しとの比較
上でも見たシミュレーション結果をインドネシア政府の見通しと比較して
みよう。政府見通しとして扱う予測は鉱山エネルギーが行った “RUKN 93/
94"である (図12参照)。 RUKNと基準ケースの結果を比較すると,次の点
が大きな差異として特徴づけられる。
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図 12 想定結果の比較 (電力需要)
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第一には,CaptiveとPLNの販売量の合計である総需要はRUKNの推定
結果が基準ケースのそれよりも総 じて大 きいことである。RUKNによる
2000年の総需要は1,415億kWhで基準ケースに比べて14%大きい。また,
RUKNでは,その予測最終年 (2008年)の総需要は2,904億kWhであり,
基準ケースの同年の予測値に比べて18%大きい。ただし,Captiveに関して
はこの限りではない。RUKNの見通 しでは,Captiveは1995年までほとんど
増加せず,それ以降急激に立ち上がってくるように見通 している。
第二にはPLNの販売量の想定に大 きな違いが見 られることである。
RUKN見通 しでは産業を筆頭にして家庭 。商業 。公共部門十ホテル,すべて
の需要分野で本モデルの基準ケース以上の需要を見込んでいる。両者の2000
年の値を比較すると,RUKNの値は,基準ケースに比べて,家庭用で23%,
商業用44%,PLNの産業用は51%ほど大きな値を想定している。RUKNに
おいて民生系の電力需要の増加率が基準ケースに比べて大 きい理由の一つ
は,電化率の進捗速度の違いである。RUKNでは,2000年の電化率を66.4%
MW
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20000
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図 13 想定結果の比較 (最大電力)
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としているが,本シミュレーションでは2000年で50%としている。また,産
業用に関 してはCaptiveとPLNによる分担に関する判断がRUKNと本基
準ケースが持つ差異の原因の一つである。
第二には,需要端および発電端における最大電力の見方である (図13参
照)。 モデルのシミュレーションでは,負荷率や送配電損失,所内電力などの
想定は1992年の実績で固定している。これに対 してRUKNでは,こうした
変数すべてに関 して改善される方向で数値が設定されている。そのため,
RUKN見通しの電力需要は本基準ケースのそれに比べて大きいが,最大電力
に関しては,需要端および発電端ともに本基準ケースとほぼ同じ値である。
この前提の置きかたについては,さらに検討が必要であろう。新型発電所
や機器の導入によって,技術的な所内消費量や送配電損失の改善は期待でき
る。 しかし,運転上の問題,盗電問題は別の次元の問題である。また,将来
の負荷率がどうなるかは,将来の電力消費機器の保有や使用形態をさらに検
討 した上での判断が必要である。例えば,日本のように約 30年前に73%あっ
た負荷率が今や58%である。インドネシアにおいても,クーラーや民生用機
器の普及が進むに連れて最大電力の出方も夕方から昼間へとシフトして来る
はずである。
4.2 ケース・スタディからの知見
また,幾つかのケーススタディを通じて次のようなインプ リケーションを
得ることができる。
第一には電力価格政策についてである。電力価格の需要へのインパクトは,
直接的な電カモデル単体での価格弾力性 として-0.2程度が想定された。こ
のことは,料金値上げはPLNの電力収入を増大させ,投資のための資金不足
を解消させる方向に働 くことになる。仮に10%の料金値上げは8%の収入増
加につながる。(もちろん,電力価格の値上げが,マクロ経済に負のインパク
トを及ぼし, さらに電力需要を抑制させる状況も考えられ,そうした動学的
な検討も必要である。)また,料金値上げは同時に効率的な電力消費の使い方
や,高効率機器の普及についてもインセンティプを与えることになる。
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表3 電力需要見通し (各ケース)
単 位 実 績
1992
基準ケース 高価格ケース 低成長ケース
2000 2015 2000 2015 2000 2015
PLN販売
家庭用
商業川
公共用
ホテル
産業用 (PLN)
自家発 (Capyive)
産業用合言|
総電力需要
需要端最大電力
発電端最大電力
GWh
%
G Vヽh
%
GWh
%
CWh
%
G Vヽh
%
GWh
%
G 「ヽh
%
CWh
%
CWh
%
MヽヽI
%
MW
%
34,964
11,671
3.185
2.353
707
17,048
24,621
41.669
59.584
11.261
13.508
76,121
(102)
24,810
(9 9)
6.427
(9 2)
3.752
(6 0)
1,494
(9 8)
39,639
(111)
48,448
(8 8)
88.098
(9 8)
124.569
(9 7)
23.543
(9 7)
28,240
(9 7)
289,216
(9 3)
87.951
(8 8)
15,433
(6 0)
9.865
(6 7)
5,375
(8 9)
170.592
(102)
161,106
(8 3)
331,7()8
(9 2)
450,352
(8 9)
85,110
(8 9)
102.()87
(8 9)
73.443
(9 7)
23.234
(9 0)
6,218
(8 7)
3.681
(5 8)
1.471
(9 6)
38,839
(108)
48.039
(8 7)
86.878
(9 6)
121,481
(9 3)
22,960
(9 3)
27 540
(9 3)
252,633
(8 6)
64,319
(7 0)
13.842
(5 5)
9,277
(6 4)
5,232
(8 8)
159.963
(9 9)
159.200
(8 3)
319.163
(9 1)
411,834
(8 5)
77.836
(8 5)
93.362
(8 5)
69.258
(8 9)
23,702
(9 3)
6,258
(8 8)
3.546
(5 3)
1,408
(9 0)
34,344
(9 1)
42.983
(7 2)
77.327
(8 0)
112.241
(8 2)
21.213
(8 2)
25,445
(8 2)
193,076
(7 1)
62.373
(6 7)
13,098
(5 0)
7.222
(4 9)
3,894
(7 0)
160.488
(7 8)
105,365
(6 2)
211,853
(6 9)
298.440
(6 7)
56.405
(6 7)
67.656
(6 7)
注)(  )内は年平均増加率
それゆえ,PLNの電力価格が現在の水準で適正であるか。コスト割れの状
態で販売 しているのではないかを検証 し,少なくても適正なコス ト水準にま
で料金を引き上げる必要があろう。
第二には,所得効果からみた電力需要の問題である。電力需要の所得弾力
性は1.25と比較的高い。そのため,将来の電力需要の想定幅は,想定される
経済成長率の変動幅以上に大きく揺れる。前提 とする経済成長率についても
不確実性が高いために,電力需要の想定はそれ以上にこまめなレビュウが必
要である。
また,モデルで採用された弾力性についても,将来にわた リー 定である筈
はなく,モデル自身の見直 しも適宜必要になろう。
第二には,将来想定の前提 となる外生値のセットに関する問題である。予
測結果は外生値によって大きく変化するため,その値の扱いには慎重,かつ
予測時点でもっとも現実的と思われる値を用いるべきである。とりわけ電源
開発計画に対応する電力需要予測はより現実に近い想定の値を用いるべきで
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あろう。そのためには,電力需要予測モデルだけではなく,マクロ経済に関
したモデル開発も重要な課題となる。
お わ りに
本稿では,インドネシアの電力需要の現状 とそれに関したモデル化および
シミュレーションを紹介してきた。今回開発しシミュレーションに用いたモ
デルは地域的な経済や社会指標を取 り込んではいるものの, まだまだ改良の
余地が残されている。その多くはデータのアベイラビリティにも依存するが,
次の点を指摘 して今後の課題 としたい。
第一には,本スタディでも大きな臨路になったCaptiveに関するデータの
問題である。Captiveの規模はPLNと同等程度あると言われながらも,実態
はほとんど把握されていない。そのため,今スタディでは『工業統計表』お
よび『PLN統計』をベースにCaptiveの発電。消費量の過去推計をおこなっ
た。 しかし,デー タの変動からみると,十分信頼に足 りうるとは言い切れな
い。今回の手法以外に過去推計する方法としては,物量あたりの原単位を設
定し,それに基づいて過去データを作成するや り方が考えられる。
第二には,生産物の物量データ,機器の普及データ,機器の効率といった
データの利用である。電力やエネルギー消費量は,産業用では付加価値額の
生産にリンクするのではなく,鉄やセメントを何 トン生産 したか, といった
物量単位に依存する。同様に,家庭用の照明電力量は間接的には所得水準に
依存するが,直接的には電球の数,その効率,そして稼働時間で決まる。こ
うしたミクロのデータの利用可能性は今のところ十分ではないが,マクロ的
な今回のようなモデル検討と照合 しながら, ミクロ的な積み上げモデルの重
要性 も看過できない。
第二には,本稿の検討範囲には入れていないが,供給サイ ドや環境問題ヘ
のインパクトの考察である。インドネシアは中国とならび大量な直接投資が
注ぎ込まれ,経済開発が急激に進んでいる国である。そのプロセスにおいて
電力は必要不可欠なインフラである。ここ数年,電力需要は2桁で増大 して
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ゆくだろうが,それを賄うための最適な供給構造の検討,同時に環境負荷ヘ
の影響などは重要な課題である。
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工業統計表
産業別
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自家発
産業用
売電計
合計比較 自発率
係数 1
係数 2
産業別
買電
産業別
自家発
産業別
売電
自家発認可認備産業別電力
